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研究成果の概要（和文）：これまでの食料産業クラスターのイノベーションに関する議論は、何れもクラスター内の活
動を標準化して捉えており、各主体が「協調しつつ競争している」というクラスターの特徴がもたらす位相の違いを見
過ごしてきた。この点に関して、本研究の結果、イノベーションの創出･導入のためには、協調型クラスターでは、ハ
ブ組織のコーディネーター機能が、競争型クラスターでは、他のネットワークと接続するゲートキーパーの存在が、重
要になることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：Discussions on the innovation of the food industry clusters have overlooked the 
different phase of the activities in the cluster which comes from the feature of the cluster : 
co-opetition. In this regard, as the result of this research, in the case of cooperative cluster, a 
coordinator function of the hub organization, and in the case of competitive cluster, a gatekeeper to 
connect to other networks is proved to be important for the creation and introduction of innovation.

研究分野：フードシステム論

キーワード： 食料産業クラスター　国際競争　イノベーション　ネットワーク構造　コーディネーター　ゲートキー
パー
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 ポーターが提唱した「クラスター」という
概念で捉えられる「特定分野に属し、相互に
関連した、企業と機関からなる地理的に近接
した集団 (Porter, 1998)」には、「生産性の向
上」や「新規事業の形成」に加えて「イノベ
ーションの創出・導入」という効果が期待さ
れている。しかし、それらの効果はクラスタ
ーを形成する産業や地域によって、それぞれ
異なる特徴を示す  (Feser & Bergman, 
2000) (李 & 鄭, 2006）。とりわけ食料産業
(農業+食品・関連産業)のクラスターの場合、
他産業と比べて経済成長と競争力強化の必
要条件となるイノベーションの発生が少な
く、その普及もボトムアップ型ネットワーク
のイニシアチブによるという点に特徴があ
る (Beckeman & Skjöldebranda, 2007)。ま
た、農業・食品分野で成功しているクラスタ
ー・ネットワークのもう一つの特徴として、
その圏域が相対的にローカルであることが
指摘されている (Coenen et al., 2006)。 
 
２．研究の目的 
 産業クラスターには、「生産性の向上」や
「新規事業の形成」に加えて「イノベーショ
ンの創出・導入」という効果が期待されてい
る。これまでの産業クラスターに関する先行
研究からは、食料産業という特定分野のクラ
スターにおいてイノベーションを進展させ
るための有益な知見を得ることができるが、
何れもクラスター内の活動を標準化して捉
えており、各主体が「協調しつつ競争してい
る」というクラスターの特徴がもたらす位相
の違いを見過ごしている点に問題がある。食
料産業クラスターでは「農商工連携」のよう
な提携戦略に基づき「協調」して製品開発が
なされる一方で、「６次産業化」やインテグ
レーションという統合戦略により「競争」的
に進められる場合もある。そこで本研究では、
これら両タイプの製品開発を行う際に求め
られ、導入されるイノベーションの違いを、
知識の種類・ネットワーク構造・社会関係資
本などの観点から分析し、明らかにすること
を目的とする。 
 
３．研究の方法 
（１）マクロレベル／外的要因 ： 競争型と
協調型クラスター形成における環境要因(要
素条件、需要条件、関連・支援産業の集積状
況など)の解明 
（２）メゾ・ミクロレベル／内的要因 ： 競
争型と協調型クラスターを構成する主体間
のネットワーク構造の特徴(密度、中心性、
クラスタリング係数など)の解明。および両
クラスターにおける製品開発戦略とそれに
必要となるナレッジ・マネジメントのタイプ
の解明。 
（３）上記（１）～（２）により、食料産業
クラスターにおける競争型と協調型の位相
の違いに応じたイノベーションの創出・導入

方策を明らかにする。 
 
４．研究成果 
（１）マクロレベル／外的要因 ： 北海道を
中心とする全国 25 ヶ所のクラスターの事例
を類型化すると共に、その中で特徴的なもの
を選定し、それらの活動概要について、関係
主体の種類と数、それぞれの属性、組織化の
状況、主体間の取引や提携関係、活動の歴史
的展開などを聴き取り調査によって把握し
た。さらに、各種の統計を分析することによ
り、それらのクラスター形成に影響を与えた
環境要因をポーターに従い４つの側面(要素
条件／需要条件／関連・支援産業／企業戦略
と競合関係)から整理した。その結果、例え
ば北海道における製菓産業に関しては、主要
原材料、乳製品・砂糖・小麦が何れも北海道
の国内シェアが高く、和洋菓子の事業所数・
製品出荷額の「集積」面でも北海道は愛知県
に続くポジションにあること、他方で需要に
関しても、北海道は定住人口は多くないが、
観光客数が国内最多という特徴があり、和洋
菓子の土産物需要が見込まれることなどが
判った。 
 クラスター形成の環境要因の国際比較 ： 
現在、ヨーロッパにおいて地域経済振興のた
めにクラスター・イニシアティブが制度化さ
れ、その活用事例が増えてきている。世界各
国から食品関連企業が集積しているような
ローカル・ネットワークとグローバル・ネッ
トワークがリンクした状況は、国内のクラス
ターの事例には見当たらないため、欧州の先
進事例の現地調査を行った。その結果、特定
産業内での相互関連性による「知識創造型」
クラスターの代表例であるオランダのフー
ドバレーは、「オープン・イノベーション」
戦略により国際的なビジネス・リンクのハブ
として成長した一方、ドイツ・ブランデンブ
ルク州の複合型「地域クラスター」ZAB の食
料産業部門は、企業数・総売上共に成長を続
けているが、ベルリンという大消費地を抱え
ているため域内志向が強く、グローバルな展
開は進んでいないことが明らかとなった。さ
らに、ドイツ･バイエルン州の馬鈴薯クラス
ターについて、要素条件に関して原料馬鈴薯
市場が国内でほぼ完結している日本と異な
り、ドイツではＥＵ圏内で産業内貿易市場が
存在していること、また製品加工についてバ
イエルン州では農商工が連携する協調型ク
ラスターが成立しているが、ベルギーとの間
で激しいクラスター間競争があり、イノベー
ションの進展を誘発していることなどが明
らかとなった。 
 
（２）メゾ・ミクロレベル／内的要因 ： イ
ノベーションにつながる知識フローのメカ
ニズムを解明するためには、その知識の種類
の問題と同時に、他方でその知識が流通する
ネットワークの種類と構造との関係を解き
明かす必要がある。しかし、これまでの研究



のほとんどは、ネットワークの構造を分析す
るにあたり、カテゴリー間の関係概念図を作
成するに止まっていた。これに対して、ＳＮ
Ａ(Social Network Analysis)の手法を用い
ることで、構造的空隙の存在確認やネットワ
ーク総体としての構造特性の測定などの詳
細な構造分析が可能となる。そこで、各調査
事例について、取引・提携・金融資本関係な
どのダイアド(直接の２者関係)および各種
団体への加入状況(組織を介してのアフィリ
エーション)等のネットワーク形成状況に関
するデータを収集し、整理するとともに、Ｓ
ＮＡの手法を適用した主体間のネットワー
ク構造分析を行った。その結果は、以下の通
りである。 

図 クラスタータイプによるネットワーク構造の
違い(上 協調型／下 競争型) 
 
①協調型＝熊本県南部はデコポンや甘夏な
ど柑橘類の大規模産地であり、その規格外品
を利用した加工食品の製造も盛んな地域で
ある。とりわけ近年は「デコポン」の商標権
者でもあるＪＡがネットワークのハブとし
て農商工の連携全体をマネジメントした新
製品開発が増えている。②競争型＝長野県南
部では古くから「市田柿」の名で全国的に流
通する干し柿の生産が行われ、菓子メーカー
も集積している。近年、地域団体商標の取得
に伴い共同での製品開発も試みられるよう
になってきたが、まだ各企業独自の活動が中

心である。このうち前者の柑橘クラスター
(協調型)では特定の主体(農協)をハブとす
るスター型のネットワーク構造を取ってい
たのに対して、後者の柿クラスター(競争型)
は中心性の高い主体が存在しない相対的に
フラットなネットワーク構造となっていた。
これは、前者の事例では農協が加工原料とな
る柑橘の供給を独占しているため、そこがネ
ットワークのマネジメントを可能にしてい
るのに対して、後者の事例では原料確保の段
階から競争があり、製品開発も独自に進めら
れていることによる。ただし、柿クラスター
(競争型)では地域ブランド管理のための協
議会組織を立ち上げており、そのネットワー
クが持つコールマン型の社会関係資本が過
当競争を制限すると共に全体のパフォーマ
ンスを底上げするように機能している。 
 
（３）（１）と（２）の分析結果から、イノ
ベーションをもたらすナレッジのネットワ
ークと製品流通のビジネス･ネットワークが
重なっている柑橘クラスター(協調型)に対
して、柿クラスター(競争型)では両ネットワ
ークが併存しているという知識フローのメ
カニズムの違いが明らかとなった。ここから、
製品開発におけるイノベーションの創出･導
入のためには、協調型クラスターでは、ハブ
組織のコーディネーター機能が、一方、競争
型クラスターでは、他のネットワークと接続
するゲートキーパーの存在が重要になると
言える。 
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